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令和８年度 江東区立深川小学校 学校いじめ防止基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）いじめに対する基本認識 

 

 

 

 

 

 

いじめは、いじめを受けた児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形

成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがある、人として

決して許されない行為であるという認識を全教職員で共有する。いじめ防止対策推進法第 4条に基づき、「児

童等は、いじめを行ってはならない」ことを徹底するとともに、同法第 8条に基づき、学校の内外を問わず

いじめが行われなくなるよう、全ての児童が安心して学習その他の活動に取り組める環境を整える。 

 

また、「いじめは、どの学校・学級でも起こりうるものであり、いじめ問題に全く無関係ですむ児童はいな

い」という共通認識の下、江東区教育理念「ともに」の精神に基づき、児童が主体的に学び、ともに育つ学

校風土の醸成を図る。 

さらに、令和7年4月施行の「江東区こどもの権利に関する条例」を踏まえ、児童を一人のかけがえのな

い存在として尊重し、その最善の利益を第一に考えながら、学校全体でいじめの防止に取り組む。 

 

 

(2) 学校及び学校の教職員の責務（いじめ防止対策推進法第８条） 
 

学校及び学校の教職員は、当該学校に在籍する児童等の保護者、地域住民、児童相談所その他の関係者と

の連携を図りつつ、学校全体でいじめの未然防止及び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児

童等がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。 

 

 

※これらの基本理念及び学校としての責務を踏まえ、個々の行為がいじめに該当するか否かの判断について 

は、法に定められた定義に基づき、以下の姿勢を共通理解として徹底する。 

いじめ防止対策推進法 第１３条に基づき、本校におけるいじめの防止等のための対策に 

関する基本的な方針を定める。 

 

いじめの定義（いじめ防止対策推進法第２条） 

  「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の 

人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行 

われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう 。 

１ いじめ防止等の基本的な考え方 

 

 



○児童の立場に立ったきめ細かな観察 
 

いじめられた児童の立場に立つことを基本とし、表面的・形式的に判断するのではなく、いじめには様  々

な態様があることを踏まえ、児童の言動をきめ細かく観察する 。 

 

○権利の主体としての尊重 

 

「江東区こどもの権利に関する条例」に基づき、児童を権利の主体として尊重し、その最善の利益とウェ 

ルビーイングの向上を図る 。 

 

○「意図しない苦痛」への柔軟な対応 

 
好意から行った行為が意図せずに相手に心身の苦痛を感じさせてしまったような場合、学校は行為を行っ 

た児童に悪意はなかったことを十分加味した上で、教育的な視点から対応する 。 

 

○重大性の認識 

 

いじめは児童の教育を受ける権利を著しく侵害し、生命又は身体に重大な危険を生じさせる恐れがある決 

して許されない行為であるという認識を全教職員で共有する 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的ないじめの態様（例） 

・ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる  

・ 仲間はずれ、集団による無視をされる  

・ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする  

・ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする  

・ 金品をたかられる、隠される、盗まれる、壊される  

・ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする  

・ パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 



 

 

（１）深川小学校いじめ対策委員会 

 

いじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、校長、副校長、教務主幹、生活指導主任、学年主 

任、養護教諭、スクールカウンセラー、保護者代表、地域代表 等による｢深川小学校いじめ対策委員会｣ 

を設置して、同委員会を定期的及び必要に応じて開催し、本方針に基づく取組の実行、進捗状況の確認、 

定期的検証等を行う。また、いじめ等が発見された場合は速やかに開催し、早期対応にあたる。 

 

(2)組織 

 

○いじめ防止対策校内委員会定期会議は、４月・６月・１０月・２月の年間４回とする。 

○教員向けいじめ研修会は、４月２２日（水）、７月７日（火）、１２月１６日（水）の年間３回実施する。 

 

※定期会議は、４月以外は、すべて「ふれあいアンケート」実施後の検討にあてる。 

※この他、いじめ等の発生に伴い臨時に開催する場合は、関係児童の担任や他の教員、必要に応じて 

保護者や関係機関等に出席を依頼することもある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年度 深川小学校いじめ対策委員会 委員名簿 

 

役職 職名等 氏名 

委員長 校長 川辺 章絵 

副委員長 副校長 菅 彰 

委員 生活指導担当主幹教諭  

委員 教務担当主幹教諭  

委員 いじめ防止担当教諭  

委員 第１学年担当  

委員 第２学年担当  

委員 第３学年担当  

委員 第４学年担当  

委員 第５学年担当  

委員 第６学年担当  

委員 専科担当   

委員 養護教諭  

委員 都スクールカウンセラー  

委員 区スクールカウンセラー  

 

２ いじめの防止等の対策のための組織 

 

 

 



  

 

いじめの未然防止を図るため、教育活動全体を通して、いじめを生まない学級・学校づくりを推進する。 

 

（１）分かる授業づくり 児童一人一人が達成感や充実感を味わえる、分かる授業の実践に努め、主体的・ 

対話的で深い学びに向けた授業を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）道徳教育の充実  「いじめを行ってはならない」「いじめは決して許されない」という認識を児童が 

もてるように、教育活動全体を通じて指導する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）体験活動の充実   多様な他者とかかわりコミュニケーション能力を養う体験活動を、発達段階に

応じて系統的・計画的に実施する。 

 

 

 

 

３ いじめの未然防止の取組 

 

 

〇「こうとう学びスタンダード」を基本とし、全ての教員が共通理解の下、授業起立を徹底し、こど 

もたちの安定した学習環境を整える。 

○学習内容を「習得型」（指導すべき内容）と「探究型」（考えさせるべき内容）に分けて指導を行う 

とともに、問題解決型の学習過程に準拠した「深川学習スタイル（つかむ→考える→広げる→深め 

る→振り返る）」を徹底し、児童が様々な対話的活動を通して、主体的に学習に取り組むことがで 

きるよう、工夫する。 

○確かな学力の向上のため、個別学習、グループ学習、課題別学習などの学習形態や少人数指導、習 

熟度別指導などの指導方法を工夫し、児童一人一人の実態に応じた指導を行うとともに、基礎・ 基

本を確実に定着させて「できない」 「分からない」をなくし、児童の学習意欲・満足度を高め、

学習に対する苦手意識の軽減や自信の向上を図る。 

○「学ぶ楽しさ」「人と関わる楽しさ」等を味わわせながら、自ら考えをもち、協働的に学ぶ児童を

育成する。 

○学習者用端末（ICT）を有効に活用し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を図り、児 

童の学習満足度と自信を高める。 

○４年生以上を対象とした希望制の放課後学習教室「深川塾」を実施し、学力の定着を図る。 

○年間計画に基づき、いじめに関する授業を年３回以上実施・公開し、生命尊重や思いやりの心を育 

てる。 

○児童が主体的に考え、議論する道徳の授業を展開し、「いじめは決して許されない」という気持ちを 

醸成する。 

○道徳授業を保護者、地域住民等に公開するとともに、「心の教育」の在り方について、学校・家庭・ 

地域社会が意見交換等を行い、共通理解のもとに連携・協力して道徳教育を推進する。 

○児童の自尊感情や思いやりの心を育み、児童相互に人権を尊重し合う望ましい人間関係を築けるよ

うに学校生活全体を通して、心の教育を進める 

○意図的な異学年交流学習を計画的に実施し、学び合うことの目的意識・達成感・成就感を味わわせ 

る。 

○縦割り班（にこにこ班）による交流活動を実施する。第６学年児童による遊びの企画や準備、運営を 

通し、自己有用感を味わわせる。また、全児童が、集団の一員として、よりよい生活や人間関係を 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）学級経営の充実     学級活動に、互いのよさを見付けたり、考え方の違いに気付かせたりする活動

を意図的・計画的に取り入れ、児童相互の共感的な人間関係を築き、自己有用

感や自己肯定感を育む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）児童主体の取組    児童一人一人が権利の主体であることを自覚し、児童自らが互いを尊重し合う

関係性を築けるよう、教師は児童の自発的な活動を適切に促し、支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）インターネットを通じて行われるいじめに対する対策  

全校児童のインターネットの使用状況等の現状把握に努め、児童及び保護者に 

対する情報モラル教育や啓発活動を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

○代表委員会を中心に「いじめ防止スローガン」を作成し、児童主体の「ふれあい月間」の取組を充実 

させる。 

○異学年縦割り班（にこにこ班）による全校遠足、あいさつリレー等を通して、自他を大切にし、相互   

に尊重し合える人間関係を構築する。 

○児童一人一人のよさを認め伸ばす指導と個に応じた支援を徹底し、達成感や自己有用感を味わわせ 

る。 

○セーフティ教室において、スマートフォンやインターネット等の安全な使い方に関する授業を行う。 

※ＬＩＮＥ等のＳＮＳの正しい使い方と、いじめや誹謗中傷、事件事故につながる危険性について

も学ぶ。 

〇学校や各家庭でスマートフォンやインターネット等の使用に関するルールをつくる。 

築こうとする自主的・実践的な態度を育てる。 

○近隣の幼保中との交流活動を計画的に行う。第１学年，第５学年では、園児との交流を通して、他 

者と自分との違いに気付き、自分の成長を振り返り、主体的に他者と職業体験の一環としても好機

とする。 

○地域教材・人材を活用した学習活動を行う。町探検や商店見学、お店体験等、様々な体験活動を通

して、地域の特性や地域の人々の温かさに触れるとともに、地域の一員としての自覚と地域への愛

着や誇りをもてる心情を養う。 

〇オリパラレガシー教育として、車椅子バスケットボール体験や聴覚障害の方との交流等に取り組む。

様々な体験を踏まえ、障害をもつ方々との触れ合いを通して、障害について理解を深め、ノーマラ

イゼーションの考え方を浸透させていく。 

〇いじめ防止の視点に立って、一人一人のこどもに、自他の存在を等しく認めて、互いの人格を尊重

する態度や相手を思いやる心などを学年に応じて育む。 

○ふれあい月間の取組とし、学級活動等において「友達のよいところ見付け」を行い、互いに高め合

う関係づくりを行う。 

○｢アサーション｣(より良い人間関係を築くために、自分も相手も大切にした自己表現法)に関する授

業を取り入れ、｢アサーティブ｣な人間関係づくりに努める。 

〇学習活動等において、多様な考えや意見等を受容する態度を養うことで、相互に共感し合える人間 

関係を築き、安心して過ごせる学級（居場所）をつくる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）「SOSの出し方に関する教育」の推進   児童が不安や悩みを抱えたときに、適切に助けを求めら

れるよう、全校児童に繰り返し指導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）いじめ防止に関する研修の実施      いじめの防止に関する研修を年間計画に位置付けて実施

し、日々の観察の仕方など、いじめの防止に関する教職

員の資質向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇第5 学年、第6 学年児童に向けて東京都配付のDVD を活用し、夏季休業前に指導し、適切な援助 

希求行動（SOS の出し方）や友人のSOS の受け止め方について理解を深める。 

〇7 月、12 月の長期休業前に、校長講話や生活指導朝会、児童集会等を通して指導を行う。教職員の 

共通理解のもと、児童の実態に応じた段階的な指導ができるよう努める。 

○スクールカウンセラー等による専門的な研修を計画的に実施し、児童が不安や悩みを適切に大人に

相談できる環境を整える。 

○年３回の研修を実施する。 

第1 回 4 月 「いじめ」の定義の確実な理解、「いじめ防止対策基本方針」についての共通理解 

日常観察のポイントについての確認 

第2 回 7 月  SOS の出し方に関する指導についての共通理解、早期発見、早期対応、重大事態

への対処についての共通理解 

第3 回 2 月  今年度の振り返り、次年度の計画、後期の取組評価 

SNS 深川小ルール(抜粋) 

 

①個人情報を載せない。 

②１日１時間以内、午後９時以降は使わない。 

③送信前には、誰が見るか、見た人がどのような気持ちになるか考えて読み返す。 

④知らない人と会ったり、自画撮り画像や動画を送ったりしない。 

⑤フィルタリングをつけて利用する。 

※個人情報・・・個人や学校が特定されるもの(名前、住所、電話番号、人の写真、メールアドレス、 

学校名等) 



 

 

いじめの未然防止及び早期発見のため、日常的な観察と組織的な取組を通して、いじめの兆候を見逃さない 

体制を整える。 

 

(1)アンケート調査と「ふれあい月間」の実施  アンケート調査の実施、相談日の設定････いじめを早

期に発見するために、児童（年間３回）を対象にアンケート調査を実施する。 

 

 

 

 

 

 

(2)教育相談体制の充実   定期的な教育相談期間を設けて、全児童を対象とした教育相談を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)教職員の情報共有と記録   

 

 

 

 

 

 

 

(4) 個人面談、日常的な学校公開等の充実  児童及び保護者との連絡を密にし、信頼関係を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ いじめの早期発見のための取組 

 

 

 

○児童（年３回）に生活アンケート、教職員自己点検を実施し、いじめの実態把握、早期発見・早期対

応に努める。 

○児童が担任だけでなく全教職員に相談できる環境をつくり、いじめの早期発見、早期対応に努める。

○アンケート結果は５年間適切に保管し、継続的な見取りと指導に生かす。 

○４月に相談室やスクールカウンセラーによる相談を児童・保護者に周知する。 

○４月にいじめ相談窓口について児童・保護者に周知する。 

○５，６月にかけて、第５学年全児童を対象としたスクールカウンセラーによる面接を行う。 

○いじめに関する通報及び相談体制について、定期的に児童・保護者等に周知する。 

○保健室・相談室においては、養護教諭・スクールカウンセラーが心身の成長に合わせた相談体制を

整え、校内の巡視も行いながら気になる児童の相談も行う。 

○相談体制の充実 

どの教職員でも話しやすい教職員を児童（保護者）自身が選んで相談できることを繰り返し啓発し、 

「いつでも、どこでも、誰にでも」相談できる体制を充実させる。 

○週１回生活指導夕会を開催し、当該週に発生した生活指導上の問題行動等について情報を共有する。 

〇軽微と思われるトラブルであっても、いじめの可能性を考え、学年で情報共有を行う。 

○共有した情報については、事前に共有ファイルに記入しておき、記録として残す。 

〇７・１２月の個人面談を通して学校や家庭での児童の様子について、保護者と情報共有及び連携を密

にとり、いじめの防止に努める。 

○配信アプリ等を活用した積極的な情報発信に努めるとともに、日常から保護者との連携を図り、信頼

関係構築に努める。 

○学校公開に限らずに、日常的に学校を保護者・地域に公開し、開かれた学校づくりを推進する。 



 

 

いじめの情報を把握した場合には、特定の教職員が抱え込むことなく、組織的かつ迅速に対応する。 

 

(1)組織的対応の徹底    

 

 

 

 

 

 

 

（２）被害児童の保護と心のケア    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加害児童への指導と支援    

 

 

 

 

 

関係機関との連携    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ いじめに対する早期対応 

 

 

 

○教職員は、いじめに関する相談を受けた場合、又はいじめと思われる行為を見つけた場合は、速やか 

に管理職に報告する。→Action２４ 

 

○校長は、速やかに学校いじめ対策委員会を臨時開催し、いじめの事実の有無の確認を行うための措置 

を講じる。 

○校長は、必要があると認めるときは、いじめを行った児童等について、いじめを受けた児童が使用す 

る教室以外の場所で学習を行わせる等、いじめられた児童が安心して教育を受けるために必要な措置 

を講じる。 

○犯罪行為として取り扱うべきいじめについては、積極的に警察署等の関係機関と連携して対処する。 

また、児童の生命や身体又は財産に重大な被害が生じるおそれがあるときは、直ちに警察署に通報

し、適切に援助を求める。 

〇スクールロイヤーなどの専門家との相談や連携も視野に入れ、対応する。 

○被害児童の安全確保や落ち着いて教育を受けられるようにすることなどの環境整備を最優先とし、

スクールカウンセラー等と連携して、心身のケアを継続的に行う。 

 

○いじめの兆候やいじめの事実が確認された場合は、いじめをやめさせ、その再発を防止するため、

学校いじめ対策委員会が中心となって対応を協議し、いじめを受けた児童とその保護者に対する支

援と、いじめを行った児童等に対する指導とその保護者に対する助言を継続的に行い、いじめの解

消（※）を目指す。 

※ ①いじめに係る行為が止んでいること（少なくとも３か月を目安）。 

②被害者が心身の苦痛を受けていないこと。 



 

 

いじめ防止に関する教職員による校内研修等により、全ての教職員が、法に規定されている「重大事態」の定義

を正しく理解する。いじめによる重大事態が発生した場合には、「いじめの重大事態の調査に関するガイドライ

ン（文部科学省 令和６年８月改訂版）に基づき、調査等の適切な対処を、組織的かつ適切に行う。 

 

(1) 重大事態の定義 （法 第28条）    次のいずれかに該当する場合を、重大事態として扱う。 

 

 

 

 

 

 

(2) 対応手順 

 

○申立てに対する基本姿勢 
 

 ① 学校は、重大事態が発生した場合、（児童や保護者から「いじめにより重大な被害が生じた」という 

申し立てがあったときその他の重大事態の疑いが生じた状況を含む。以下同じ。）、教育委員会へ事 

態発生について報告する。 

② 学校は、重大事態が発生した場合、学校または学校の設置者において「いじめ問題調査委員会」を 

設置し、事実関係を明確にするための調査を実施する。なお、⑴②に定める重大事態については、 

学校に「いじめ問題調査委員会」を設置することを原則とする。 

 

○事前説明の徹底 
 

 ③ 被害児童及び保護者に対し、調査の目的、調査組織の構成、進め方やスケジュール等について、「発生  

報告時」と「体制整備後」の２段階で適切に情報を提供し、理解を得ながら進める。 

 

○調査結果の報告と再発防止 
 

 ④ 学校が「いじめ問題調査委員会」を設置した場合、調査結果を教育委員会に報告する。 

⑤ 学校の設置者は、「いじめ問題調査委員会」の調査結果を踏まえた必要な措置をとる。調査結果は速や

かに江東区教育委員会へ報告し、法に定められた手続を誠実に履行する。被害側から所見書が提出され

た場合には、報告書に添えて提出するとともに、再発防止に向けた取組を講じる。 

⑥ 学校は、対象児童の保護者、関係児童の保護者への調査結果について報告するとともに、区長に対する

重大事態にかかる調査結果等について報告する。 

６ 重大事態への対応 

 

 

 

①  いじめにより児童の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

(児童が自殺を企図した場合等) 

②  いじめにより児童が相当の期間（年間30 日を目安とする)、学校を欠席することを余儀なくされて 

いる疑いがあると認めるとき。 


